
 

◇■◇  平成28年度 第１回 那覇市総合教育会議  ◇■◇ 

 

日時：H29.1.19（木）10:00～12:00 

場所：会議室1001（那覇市役所10階） 

 

 

次 第 

 

１ 開会  

 

２ あいさつ   

 

３ 協議事項  

「こどものみらい応援プロジェクト～子どもの貧困対策～」について                 

  （取組み事例） 

 

（１） 子どもの貧困を支える財政的な支援について（国補助金・県交付金、市基金

創設等）  

   ［説明担当部：こどもみらい部 子育て応援課］ 

 

（２）地域の中の子どもの居場所、居場所運営事業等 の取組みについて 

   ［説明担当部：福祉部 保護管理課］ 

 

（３）学校現場から、子ども寄添支援員・むぎほ学級 の取組みについて  

   ［説明担当部：学校教育部 教育相談課］ 

   

    ※関係部として、生涯学習部も同席予定 

 

４ その他  

（１） 会議議事録の公表、次回会議日程等について 

 

５ 閉会   



 

◇総合教育会議 構成員 

 

職 名 氏   名 任期 

教育委員 

（委員長） 
神村 洋子 平成26 年4月8 日～平成30 年4月7 日 

教育委員 
（委員長職務代理者） 

本仲 範男 平成27 年10月5 日～平成31 年10月4 日 

教育委員 饒波 正博 平成26 年1月5 日～平成30 年1月4 日 

教育委員 比嘉 佳代 平成28 年4月4 日～平成32 年4月3 日 

教育委員 

（教育長） 
渡慶次 克彦 平成26 年4月8 日～平成30 年4月7 日 

市長 城間 幹子 平成26 年11月18 日～平成30 年11月17 日 

 



○ 子供の将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と
教育の機会均等を図る。
○ 全ての子供たちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を目指し、子供の貧困対策を総合的に推進する。

目的・理念

子供の貧困対策に関する大綱について

指標の改善に向けた当面の重点施策

＜教育の支援＞

○学校をプラットフォームとした子供の貧困対策の推進

・きめ細かな学習指導による学力保障

・スクールソーシャルワーカーの配置充実(※)

○教育費負担の軽減

・幼児教育の無償化に向けた段階的取組

・高校生等奨学給付金等による経済的負担の軽減(※)

・大学等奨学金事業における無利子奨学金の充実、

より柔軟な『所得連動返還型奨学金制度』の

導入(※)

○貧困の連鎖を防止するための学習支援の推進(※)

○学習が遅れがちな中学生を対象とした学習支援(※)

など

＜保護者に対する就労の支援＞

○ひとり親家庭の親の就業支援

・就業支援専門員の配置による支援等

○生活困窮者や生活保護受給者への就労支援

○保護者の学び直しの支援(※)

○在宅就業に関する支援の推進

＜子供の貧困に関する調査研究等＞

○子供の貧困の実態把握

○子供の貧困に関する新たな指標の開発

○子供の貧困対策に関する情報の収集・蓄積、提供

＜生活の支援＞

○保護者の生活支援

・保護者の自立支援

○子供の生活支援

・児童養護施設等を退所した子供のアフターケアの

推進、子供の居場所づくりに関する支援等

○関係機関が連携した支援体制の整備

・生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関、

児童福祉関係者、教育委員会等の関係機関が

連携してネットワークを構築

○支援する人員の確保

・社会的養護施設の体制整備、相談職員の資質

向上等 など

＜経済的支援＞

○児童扶養手当と公的年金の併給調整見直し

○ひとり親家庭の支援施策に関する調査研究

○母子福祉資金貸付金等の父子家庭への拡大

○養育費の確保に関する支援 など

＜施策の推進体制等＞

○対策会議を中心とする政府一体となった取組

○地域の実情を踏まえた自治体の取組の支援

○官公民の連携プロジェクト・国民運動の展開(※) など

全ての

子供たちが

夢と希望を

持って成長

していける

社会の

実現

基本的な方針

○ 貧困の世代間連鎖の解消と
積極的な人材育成を目指す。

○ 第一に子供に視点を置いて、
切れ目のない施策の実施等に
配慮する。

○ 子供の貧困の実態を踏まえ
て対策を推進する。

など、１０の基本的な方針

子供の貧困に関する指標

○ 生活保護世帯に属する子供の
高等学校等進学率 ９０．８％

（平成２５年）

○ スクールソーシャルワーカーの
配置人数 １，００８人 （平成２５年度）

○ ひとり親家庭の親の就業率
・母子家庭の就業率：８０．６％

（正規３９．４％ 非正規４７．４％）

・父子家庭の就業率：９１．３％
（正規６７．２％ 非正規 ８．０％）

○ 子供の貧困率 １６．３％ （平成２４年）

など、２５の指標
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沖縄県子どもの貧困対策推進基金を財源とした

「沖縄県子どもの貧困対策推進交付金」
について

平成28年5月30日

沖縄県子ども生活福祉部

青少年・子ども家庭課 子ども未来政策室

市町村説明会資料
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１ 沖縄県子どもの貧困対策推進交付金の概要

○ 市町村の子どもの貧困対策に資する取組み強化のため、沖縄県子どもの貧困対策推進基金を財源とし
て、県が市町村に財政支援を行うための交付金を創設する。【期間：H28年度～H33年度】

○ 交付金には、基金総額30億円のうち27億円を充てることとする。（３億円は県事業に活用。）

＜スキーム＞

「沖縄県子どもの貧困対策計画」の重点事業及び
市町村の要望を踏まえ、次の５事業を交付対象事業
とする。
①就学援助の充実を図る事業
②放課後児童クラブの利用料負担軽減を図る事業
③子どもの貧困対策に資する独自（単独事業）
④国庫補助事業を活用し、子どもの貧困対策に資す
る事業

⑤子どもの貧困対策に資する事業実施に必要な臨
時・非常勤職員等の配置

交付対象事業

市町村

県内市町村にバランスよく交付金を配分する必要
があるため、各市町村ごとの交付上限額（6年間分
の総額）をあらかじめ設定する。

交付上限額（27億円）
＝基本枠（24億円）+特別加算（３億円）

※基本枠の算定は、ソフト交付金の算定方法をベースとした。
※特別加算は、就学援助率の実績に応じH31年度に追加配分
を行うもの。

交付上限額の設定

県

①交付上限額を通知

②事前協議（事業計画）

④交付金を交付（交付率3/4）

③事業実施
事前協議で認めた範囲内

で交付申請のうえ事業を実
施し、実績を県に報告
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３ 交付上限額（平成28年度～平成33年度の合計額）
（単位：千円）

均等割
指標に基づく

算定分

那 覇 市 3,000 431,340 434,340
宜野湾市 3,000 138,711 141,711
石 垣 市 3,000 85,897 88,897
浦 添 市 3,000 177,064 180,064
名 護 市 3,000 101,332 104,332
糸 満 市 3,000 93,621 96,621
沖 縄 市 3,000 210,292 213,292
豊見城市 3,000 95,003 98,003
うるま市 3,000 182,886 185,886
宮古島市 3,000 87,062 90,062
南 城 市 3,000 59,587 62,587
国 頭 村 3,000 18,291 21,291
大宜味村 3,000 9,172 12,172
東　  村 3,000 9,168 12,168
今帰仁村 3,000 17,070 20,070
本 部 町 3,000 21,531 24,531
恩 納 村 3,000 16,837 19,837
宜野座村 3,000 12,713 15,713
金 武 町 3,000 20,020 23,020
伊 江 村 3,000 11,048 14,048
読 谷 村 3,000 63,154 66,154
嘉手納町 3,000 21,916 24,916
北 谷 町 3,000 43,496 46,496
北中城村 3,000 25,496 28,496
中 城 村 3,000 26,698 29,698
西 原 町 3,000 53,933 56,933
与那原町 3,000 27,023 30,023
南風原町 3,000 58,634 61,634
渡嘉敷村 3,000 6,508 9,508
座間味村 3,000 7,015 10,015
粟 国 村 3,000 5,929 8,929
渡名喜村 3,000 5,222 8,222
南大東村 3,000 7,762 10,762
北大東村 3,000 5,996 8,996
伊平屋村 3,000 7,779 10,779
伊是名村 3,000 7,300 10,300
久米島町 3,000 18,814 21,814
八重瀬町 3,000 43,888 46,888
多良間村 3,000 7,604 10,604
竹 富 町 3,000 26,058 29,058
与那国町 3,000 8,125 11,125

市町村計 123,000 2,277,000 2,400,000 300,000

特別加算基本枠　　

＋ ＝ 27億円３億円
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交付金の効果貧困状態で暮らす
子どもの課題の例

交付金により促進される
主な市町村の取組み例（H28～H33)

４ 交付金により見込まれる主な効果

②教育の機会の確保

社会的孤立
・排除

不十分な
衣食住

低学力
・低学歴

勉強機会等
の逸失

不登校

中退

貧困状態が子ども
の生活と成長に与
える悪影響の解消、
低減、予防

①子どもが健やかに育成される環境の整備

子ども達が、生
まれ育った環境
に左右されるこ
となく、夢や希
望を持って成長

放課後児童クラブ保育料の負担軽減
（実施市町村数：５市町村⇒25市町村）

子どもの居場所設置のための施設改修
（設置数：22市町村、91カ所⇒増加）

子ども食堂への支援
（子ども食堂設置数：92カ所⇒増加）

就学援助の充実
（就学援助率：19.65％⇒約30％）

無料塾の設置
（設置市町村数：35市町村⇒41市町村）

養育訪問相談支援の強化
（実施市町村数：17市町村⇒22市町村）

不適切な
養育環境

虐待
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　子育て応援課作成　

推進交付金交付期間：平成28年度から33年度までの６年間　　　　那覇市割当額：434,340千円

平成28年度 単位：千円

事　業　名　称 概要 所管課 内容 交付金 対象事業費 対象経費 一般財源

小・要準等児童就学援助費
中・要準等生徒就学援助費

就学援助の充実事業
（新入学費の小中の

支給単価増額）
学務課

　入学時におけるランドセルや制服等の購入にかかる経済的負
担軽減を図るため、新入学学用品費等の支給額を引き上げ
る。平成28年度から引き上げた給食費も対象。
　　　　　　　　　　現　行　　　　変更後
　小学校　　　20,470円　　　23,000円
　中学校　　  23,550円　　　37,000円
※　給食費の増額（平成28年度4月から）
　　・小学生、月額4,300円を4,500円に増額
　　・中学生、月額4,800円を5,000円に増額

19,869 54,708 26,493 6,624

給食費に係る補足給付事業
認定子ども園・給食

費に係る補足給付事
業減免

こどもみらい課
　認定こども園においては給食提供に要する費用は実費徴収と
なっており、低所得世帯の経済的負担が大きいことから給食費
の一部補助を行い経済的負担軽減を図る。

1,039 1,386 1,386 347

ボランティア団体等
中間支援

保護管理課
　子ども食堂等を実施するボランティア団体等の情報を収集し、
課題に対する支援の他、団体どうしの連携及び民生委員や自
治会等との連携を図るため中間支援事業を行う。

1,738 2,319 2,319 581

非常勤職員の配置 保護管理課 業務増加分に対応するため非常勤職員１人を増員 946 1,896 1,262 316

23,592 60,309 31,460 7,868

子供の貧困対策支援事業

合　　　　　　計

沖縄県子どもの貧困対策推進交付金対象事業について
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那覇市こどものみらい応援プロジェクト推進基金条例 

 

(設置) 

第1条 こどものみらい応援プロジェクト(こどもの将来がその生まれ育った環境に

よって左右されることのないよう、貧困の状況にあるこどもが健やかに育成され

る環境を整備し、及び教育の機会の確保を図るため、こどもの貧困対策を推進す

る施策をいう。)の実施に資することを目的として、那覇市こどものみらい応援

プロジェクト推進基金(以下「基金」という。)を設置する。 

 (積立て) 

第2条 基金として積み立てる金額は、毎会計年度の予算で定める額とする。 

(管理) 

第3条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り管理しなければならない。 

(運用益金の処理) 

第4条 基金の運用から生じる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、第1条の

施策の実施に要する経費に充てるほか、基金に繰り入れるものとする。 

(繰替運用) 

第5条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

(処分) 

第6条 基金は、第1条の目的を達成するため、その全部又は一部を処分することが

できる。 

(委任) 

第7条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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報 告 書 

 

平成２８年１１月１０日 

 事務局：子育て応援課  

 

こどものみらい応援プロジェクトが、社会全体の継続的な活動として定着するよう、

支援活動を行う団体のほか、関係する団体・機関の幅広い連携を構築するために、すで

に支援を実践されている皆さん、あるいは、これから実践されようとされている皆さん

が顔を合わせ、言葉を交わし、幅広い情報共有を図りその連携をより広げ、深められる

よう「こどものみらい応援プロジェクト情報交換会」を開催しました。その会の開催状

況について報告します。 

 

１ 開催概要 

 (1) 日時 平成28年10月22日(土) 14:00～18:00 

 (2) 場所 牧志駅前ほしぞら公民館(ホール) 

 (3) 参加者・スタッフ合わせ 約130名 

① 支援活動を行っている市民団体等：26名 

② 寄り添い支援員等行政関係者（市・県）：35名 

③ 関心のある企業･団体、那覇市社会福祉協議会、まちづくり推進協議会：21名 

④ 民生員：30名 

 (4) 進行協力 日本ファシリテーション協会沖縄サロン有志の皆さん：6名 

 

２ 会進行 

 (1) 第一部 基調講演 14:10～15:30 開会 

[講義形式] 

①  市長により基調講演・こどもの貧困対策について（学校プラットフォーム） 

②活動状況の報告（支援員、居場所事業、学校現場 それぞれ各１名報告） 

 (2) 第二部 情報共有 15:30～17:45 

  [講義形式から椅子配置変更] 

① 情報交換（テーマを３題を基に） 

② 情報共有の振り返り（ワールドカフェ形式による情報交換） 

 (3) 第三部 自由な情報共有空間 17:45～18:00 

一旦会を閉じた後、第二部でまとめた気づきのペーパー等を会場に張りだし、出自由な情報

交換の場を設定※那覇市の中間支援事業等のお知らせ 

 

３ その他（報告書に添付している資料） 

(1) 情報交換会後参加者への配布資料：参加団体一覧、居場所リスト、市事業お知らせチラシ等 

(2) グループワーク、まとめの状況：模造紙や各自まとめから市民意見のリスト作成 

(3) 参加後のアンケート結果（支援員等）：フィードバックシートのまとめ 

(4) その他：参加者名簿 
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（事業の趣旨） 

貧困状態が子どもの生活と成長に与える様々な課題（不登校、いじめ、問題行動等）に対応するため、教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の

専門的な知識技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛けて支援を行う子ども寄添支援員を配置し、子どもの貧困対策に取り組む。 

（子ども寄添支援員の業務） 

①貧困家庭（準要保護世帯等）にある児童生徒の 

実態把握・分析 

②児童生徒が置かれた環境への働き掛け 

③児童生徒、保護者、教職員等に対する支援・相談 

・情報提供 

④学校及び関係機関とのネットワークの構築、連携 

・調整 

小中学校貧困対策支援員配置事業  
（子ども寄添支援員の業務について） 

学校等関係者からの聞き取りや家庭訪問等
により、児童生徒の生活環境を把握し、課
題の分析を行います。 

家庭の課題の緩和を図るため、児童生徒の
家庭（保護者）へ働きかけます。 

※対象家庭に必要な支援策を計画し、寄添
支援員がそのお手伝いをすることを保護
者へ説明し、同意を得ます。 対象家庭へ支援を実施します。また、保護者や児童生

徒等から相談を受けたり、必要な情報の提供を行った
りします。 

※就学援助等の諸制度の手続き等を支援しますが、手
続きが困難な世帯については、寄添支援員が同行す
るなど、世帯の状況に応じた対応をします。 

寄添支援員のみの働きで、支援が終結でき
るケースは稀です。多岐に絡み合った問題
を抱えている家庭が多いため、関係機関と
連携しながら支援を進めていきます。寄添
支援員は普段からネットワークの構築に
努めながら、関係機関と連携・調整しなが
ら課題の緩和に取り組みます。 

（①実態把握・分析） 

（②環境への働き掛け） 

（③支援・相談・情報提供） 

（④構築・連携・調整） 

経済的に困窮し、最低限度の生活を
維持することができなくなるおそれ
のある世帯又は学校教育法に基づく
就学援助制度の対象世帯 

子ども寄添支援員の支援対象世帯 

支援の進捗は学校へ 

適宜報告します。 

（口頭での報告になります。） 

寄添支援員は、家庭（保護者）へ働き掛け、関係機関と連携して、子どもを支援につなげる調整を行います 

★学校現場で児童生徒に働きかける教育相談支援員や生徒サポーターとは役割が異なります。 

★支援対象者との関係性構築が重要であるため、初回アプローチに際しては、担任等による保護者への顔つ

なぎ等をお願いしています。 

★子どもの利益を最優先に、学校をはじめ、関係機関と連携して支援にあたります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校貧困対策支援員配置事業  
（子ども寄添支援員の業務について） 

子ども寄添支援員 主な行動パターン 

事務所（教育相談課）へ出勤 

8時 30分 週 4日勤務 

（ 学 校 ） 

・対象児童の情報把握 

・支援経過の報告 

・ケース会議 等 

 

事務所（教育相談課）へ帰庁 

・16時頃～ 事務処理 

・17時 業務終了 帰宅 

（ ケース自宅 ） 

・家庭のアセスメント 

・支援内容の説明 

・ケース相談、情報提供 等 

 

（ 関係機関 ） 

・相談、調整、情報共有 

・社会資源の情報収集・関係構築 

・ケース会議 等 

 

子ども寄添支援員の支援の事例 

（ 経済的支援 ） 

・生活保護、年金、就学援助、各種手当等の制度

の紹介や申請手続き支援 等 

（ 就労支援 ） 

・パーソナルサポートセンターの紹介、窓口への

案内、連携 等 

（ 精神的支援 ） 

・ケース相談、「はりゆん」や専門機関（職）の

情報提供 等 

（ 生活支援 ） 

・障害者自立支援法のヘルパー派遣等、公的制度

によるサービス導入の支援 

・民間サービスの紹介等の支援 

・放課後等デイサービスなどの公的通所サービ 

スの導入支援 等 

（ 居場所支援 ） 

・むぎほ学級（自立支援教室）、てぃんばう（学

習支援室）、学習塾、子ども食堂への案内 等 
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